
事業番号 新24-0009

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 からだの痛み相談支援事業 担当部局庁 健康局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成24年度 担当課室 疾病対策課

疾病対策課
山本　尚子

会計区分 一般会計 施策名
難病対策、ハンセン病対策、エイズ対策を推進する

Ⅳ－３－２

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

疼痛患者・患者家族が症状や窮状を訴えても医療機関や行政機関から的確な診断や助言が得られず、複数の機関にたらい回しにされている
現状を改善する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

患者の症状や境遇に合わせた適確な相談や助言ができる信頼性の高い相談窓口等患者の受け皿的機関を設け、次の事業を行う。
①痛みに関する電話相談
②痛みに関する普及啓発活動
③医療従事者への研修事業
（補助先：公募）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 10 10

補正予算

繰越し等

10 10

執行額

執行率（％）

成果指標 単位 21年度 22年度

％ - -

23年度
目標値

（　　年度）

この補助金は、慢性疼痛に関する電話相談等を目的
としているので、数値で定量的に成果目標を示すこと
は困難である。

成果実績 - - - -

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

- - -

-

-

- (                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　－（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

この補助金は、慢性疼痛に関する電話相談等を目的
としているので、数値で定量的に活動指標を示すこと
は困難である。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

補助金 10 10

計 10 10

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

－

－

－

－

－

－

国民の多くが痛みを抱えているという報告もあり、広く国民の
ニーズがある。

痛みに関する医療は十分に整備されていないため、国が主体
となって実施する必要がある。

－

－

－

－

－ －

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、疼痛患者等が症状や窮状を訴えても医療機関等から的確な診断や助言が得られず、複数の機関にたらい回しにされて
いる現状を改善するため、痛みに関する電話相談等の実施に必要な経費であり、事業目的の妥当性や重要性の観点から優先度が
高い事業である。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

本事業は国民のニーズがあることと、痛みに関する医療が十分に整備されていないことから、国が主体となって実施する必要があるため、
引き続き予算の確保に努める。

現
状
通
り

-

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



事業番号 新24-0010

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 重症神経難病患者災害情報ネットワーク事業 担当部局庁 健康局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成24年度 担当課室 疾病対策課

疾病対策課
山本　尚子

会計区分 一般会計 施策名
難病対策、ハンセン病対策、エイズ対策を推進する

Ⅳ－３－２

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

専門医・専門病院間の情報ネットワークを図り円滑な災害時の受入体制を図る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

ALS等の重症神経難病患者が災害時に円滑に受入体制が分かるよう、専門医・専門病院間の情報ネットワークを構築する。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 3 3

補正予算

繰越し等

3 3

執行額

執行率（％）

成果指標 単位 21年度 22年度

％

23年度
目標値

（　　年度）

本事業はネットワークシステムの整備でのため、
定量的な成果目標の設定は困難である。

成果実績

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　－　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

本事業は災害時に必要な情報に関するシステ
ムであり、定量的な活動指標の設定は困難であ
る。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

補助金 3 3

計 3 3

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー－ 新24-012

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、ALS（筋萎縮性側索硬化症）等の重症神経難病患者が災害時に円滑に受入体制が分かるよう、専門医・専門病院間の
情報ネットワークの構築に必要な経費であり、事業目的の妥当性や重要性の観点から優先度が高い事業である。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

災害時の神経難病患者の受入体制の確保は必要であり、今後も引き続き事業を継続していく必要がある。

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

災害時の神経難病患者の受入体制の確保でありニーズ
は高い。

全国的なネットワークシステムの整備であり、国が実施
することが妥当である。

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



事業番号 新24-0011

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 腎疾患予防実践事業 担当部局庁 健康局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成24年度 担当課室 疾病対策課

疾病対策課
山本　尚子

会計区分 一般会計 施策名
難病対策、ハンセン病対策、エイズ対策を推進する

Ⅳ－３－２

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

ここ数年、新規透析導入患者数は年間約１万人ずつ増え、平成23年末現在の透析患者数は約30万人となっている。透析が必要となった患者
は、定期的に透析を実施しなければ生命に関わる。定期的な透析は患者に多くの負担を強いるため、新規透析導入患者の増加を抑制する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

戦略研究により策定された透析導入患者を抑制するための栄養指導プログラムをかかりつけ医のもとで実践するため、管理栄養士を派遣し患
者に対して個別栄養指導等を行い、透析導入患者の増加を抑制する。
（委託先：公募）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 31 28

補正予算

繰越し等

31 28

執行額

執行率（％）

成果指標 単位 21年度 22年度

％ - -

23年度
目標値

（　　年度）

新規透析導入患者の抑制効果を示す指標がな
いため、数値で定量的に成果目標を示すことは
困難である。

成果実績 - - - -

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

- - -

-

-

- (                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　－（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

新規透析導入患者の抑制効果を示す指標がな
いため、数値で定量的に成果目標を示すことは
困難である。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

委託費 31 28 単価等の見直しのため

計 31 28

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

－

－

－

－

－

－

慢性腎臓病が重症化し、透析に至る患者は年約1万人ずつ増
加しており、QOLの低下を招くことから、優先度が高い事業で
ある。年々増加する透析患者を抑制するため、国が主体となって実
施する必要がある。

－

－

－

－

－ －

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、新規透析導入患者の増加を抑制するため、栄養指導プログラムをかかりつけ医のもとで実践、管理栄養士を派遣し、患
者に対して個別栄養指導等を実施するために必要な経費であり、事業目的の妥当性や重要性の観点から優先度が高い事業であ
る。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

腎疾患が重症化して透析を必要とする患者は年々増加し、患者のＱＯＬの低下を招いるため、本事業を実施することで新規透析導入患者の
増加を抑制する必要があるため、引き続き予算の確保に努める。

現
状
通
り

-

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



計 52 52

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

栄養ケア活動支援整備事業 52 52

6

－ (       －       ) (       －       ) （　5　）

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　－　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
実施団体により事業規模が異なるため、単位当たりのコストの算出は
困難である。

内示箇所数

活動実績

（当初見込
み）

団体
－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

各補助対象者において目標等を設定するため、
統一した目標等を設定することは困難である。

成果実績 － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％）

執行額

計 52 52

繰越し等

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 52 52

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

増大他する在宅療養者に対する食事・栄養支援を行う人材が圧倒的に不足していることから、潜在管理栄養士等の人材確保、関係機関・関係
職種と連携した栄養ケアの先駆的活動を行う公益法人等の取組の促進・整備を行う。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

平成２４年度栄養ケア活動支援整備事業の実施について

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

現在、2011年から2025年に在宅療養者が17万人から29万人、居宅要介護者が335万人から510万人と増加することが推計されており、現状の
医療施設等に勤務する管理栄養士等では、対応することができないため、栄養ケアを担う人材の確保が急務である。このため、潜在管理栄養
士等を発掘し、その人材を医療施設等において効率的に活用する必要があるため。

事業開始・
終了(予定）年度 平成24年度 担当課室 がん対策・健康増進課

がん対策・健康増進課長
木村　博承

会計区分 一般会計 施策名 Ⅳ－３－７　健康づくりを推進する

事業番号 新24-0012

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省)
事業名 栄養ケア活動支援整備事業 担当部局庁 健康局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー 新２４－０１４　

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

現
状
通
り

-

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、在宅療養者に対する食事・栄養支援を行う人材が不足していることから、潜在管理栄養士等の人材確保、栄養ケアの先
駆的活動を行う公益法人等の取組の促進等に必要な経費であり、事業目的の妥当性や重要性の観点から優先度が高い事業であ
る。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

公募にて補助対象を選定し、活動目標を立て実績を点検することとしている。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
今後在宅療養者が増大することが推計されており、栄養
ケアを担う人材の確保が急務であり、優先度が高い事業

である。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

民間団体等よる取組みをモデル的に実施することで、地
域における医療施設等の管理栄養士の活用状況を把握
し、好事例を全国的に広めていく必要があることから、国
が実施すべき事業である。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



計 2 2

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

庁費 0.6 0.6

0.2 0.2

委員等旅費 0.8 0.8

職員旅費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.4 0.4

―

－ (      －     ) (      －     ) (      －     )

単位当たり
コスト

－ 算出根拠 －

災害発生時の被災地での支援体制を確立する
ものであり、活動指標及び活動実績にはなじま
ない

活動実績

（当初見込
み）

－
－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

災害発生時の被災地での支援体制を確立する
ものであり、成果実績にはなじまない

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％）

執行額

2 2

2 2

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　保健師等を中心とした公衆衛生従事者を被災地に派遣し、迅速かつ的確な支援体制を確立するため、災害時における派遣ガイドラインの作
成や派遣者の養成研修を実施する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　震災後の保健師等を中心とした保健活動は、被災者の健康状態の悪化などの防止に大きな役割を果たしているが、保健師等の派遣にあ
たって、被災地の保健ニーズを的確に把握し、適切な地域に迅速に派遣する支援体制を整備することが重要であることから本事業を実施す
る。

事業開始・
終了(予定）年度 平成２４年度 担当課室 がん対策・健康増進課地域保健室 政田　敏裕

会計区分 一般会計 施策名 Ⅳ-3-8　健康危機管理体制を整備する

事業番号 新24-0013

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 災害時公衆衛生従事者緊急派遣事業 担当部局庁 健康局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、被災者の健康状態の悪化防止を目的として、保健師等を中心とした公衆衛生従事者を被災地に派遣し、迅速かつ的確
な支援体制を確立するため、災害時における派遣ガイドラインの作成、研修の実施等に必要な経費であり、事業目的の妥当性や重
要性の観点から優先度が高い事業である。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

 　震災後の保健師等を中心とした保健活動は、被災者の健康状態の悪化などの防止に大きな役割を果たしているが、保健師等の派遣にあ
たって、被災地の保健ニーズを的確に把握し、適切な地域に迅速に派遣する支援体制を整備することが重要である。このため、本事業につ
いては、引き続き推進すべきものと判断。

－

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

新２４－０１７

　本経費は、災害発生時の被災地での支援体制を確立
するために必要な経費であり、国民のニーズ、優先度と
もに高い事業である。

　本経費は、災害発生時の被災地での支援体制を確立
するために必要な経費であり、国が実施すべき事業であ
る。

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-



－

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



計 12.1 10.3

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

食品等試験検査費 12.1 10.3

－

(      －       ) (      －       ) (      －       ) （　100　）

単位当たり
コスト

　12,110　（円／導入事業体） 算出根拠 予算額／アセットマネジメント未導入事業者（1,000）

アセットマネジメント簡易ツール作成

活動実績

（当初見込
み）

％
－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（24年度）

小規模事業体におけるアセットマネジメント導入率

成果実績 ％ － － － 100

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％）

執行額

12 10

12 10

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①アセットマネジメントの簡易ツール作成
　→現在のアセットマネジメントのツールに比べ、簡易なツールを作成することにより、未実施の水道事業者の取組を促す。
②事業評価事例集の作成
　→更新事業も視野に入れた事業評価手法を策定するとともに、事業評価事例集を作成する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
水道法第5条第2項～第4項

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　水道施設の整備・更新に関して、①更新のピークを迎えつつある水道施設の老朽化進行への対応、②東日本大震災を踏まえての耐震化の
進捗、③人口減尐による資金確保の悪化、　といった背景から、中長期的視点に立った水道施設の計画的更新が必要であるため、特に中小水
道事業者のためのアセットマネジメント導入に向けた取組を推進するものである。

事業開始・
終了(予定）年度 平成24年度 担当課室 水道課

水道課長
石飛　博之

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ２ １ 安全で質が高く災害に強い水道を確保する。

事業番号 新24-0014

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 効率的な更新計画検討事業費 担当部局庁 健康局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、更新のピークを迎えつつある水道施設の老朽化進行への対応等について、中長期的視点に立った水道施設の計画的更
新のための、アセットマネジメント導入に向けた取組の推進に必要な経費であり、事業目的の妥当性や重要性の観点から優先度が
高い事業である。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

将来の水道事業における運営基盤強化を図るため必要な事業であり、目標設定も行っている。

－

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

－ 新24-0008

安全で質の高い水道を確保するため、中長期的視点に
立った水道施設の計画的更新を行うための特に中小水
道事業者のためのアセットマネジメント導入に向けた取
組を推進することは広く国民のニーズがあり、優先度が
高い事業である。

中長期的視点に立った水道施設の計画的更新を行うた
めの特に中小水道事業者のためのアセットマネジメント
導入に向けた取組を推進することについては、全国一律
に行う必要があり、国が実施すべき事業である。



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



事業番号 新24-0015

　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 水道施設耐震化推進事業 担当部局庁 健康局 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
水道法第5条

関係する計画、
通知等

水道施設の技術的基準を定める省令
水道ビジョン

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　水道施設の耐震化について、簡易診断から耐震化計画策定のためのノウハウを整理し、簡易診断すら実施していない事業者が多数存在す
る中小規模の水道事業者等を対象に耐震化計画の策定を促すことにより、早急な取組が必要とされる水道施設の耐震化を促進する。

事業開始・
終了(予定）年度 平成24年度 担当課室 水道課

水道課長
石飛　博之

会計区分 一般会計 施策名
Ⅱ２ １ 安全で質が高く災害に強い水道を確保す

る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　この度の東日本大震災を踏まえて、新たに得られた災害対策の知見を「水道の耐震化計画策定指針」に盛り込んで改定を行うとともに、水道
事業者によって大きな差のある耐震化の進捗状況の底上げを図るため、モデル事業の実施等により中小規模の水道事業者等による具体的な
計画策定の方法論を整理する。
（１）耐震診断（簡易診断）モデル事業（平成24年度実施）
（２）耐震化計画策定モデル事業（平成25年度実施）
（３）水道の耐震化計画策定指針の改定（平成26年度実施）

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 15 13

補正予算

繰越し等

執行額

計 15 13

22年度

％ － －

執行率（％）

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（25年度）

耐震化計画策定率

成果実績 ％ － － － 100

達成度

成果指標 単位 21年度

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

約500～750万円 算出根拠

食品等試験検査費 15 13

-

(   -   ) (   -   ) (   -   ) （　3　）

単位当たり
コスト

予算額／実施予定モデル事業数（２～３件）

実施モデル事業数
（実施は平成24年度以降）

活動実績

（当初見込
み）

-

- - -

計 15 13

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、水道施設の耐震化について、新たに得られた災害対策の知見を「水道の耐震化計画策定指針」に盛り込んで改定を行う
とともに、耐震化の進捗状況の底上げを図るため、中小規模の水道事業者等による具体的な計画策定方法の整理に必要な経費で
あり、事業目的の妥当性や重要性の観点から優先度が高い事業である。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　重要なライフラインの１つである水道施設の耐震化については、全国の水道事業者において早急な取組が必要とされる課題となっている
ため、広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業である。
　また、耐震化を進める上で、水道施設の簡易診断から耐震化計画策定のためのノウハウがない水道事業者が存在することが課題となっ
ており、ノウハウのない地方自治体、民間等では検討が進まないことが想定されるため、国で実施すべき事業である。

－

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ 新24-0009

中小規模の水道事業者等を対象に耐震化計画の策定
を促すことは全国一律に行う必要があり、国が実施すべ
き事業である。

重要なライフラインの１つである水道施設の耐震化につ
いては、全国の水道事業者において早急な取組が必要
とされる課題となっているため、広く国民のニーズがあ
り、優先度が高い事業である。



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0.00 計 0

0計 0 計



支出先上位１０者リスト

支出先上位１０者リスト

A.

Ｂ.

　

Ｃ.

Ｄ.

9

7

10

8

5

6

3

4

1

2

10

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

8

9

6

7

4

5

2

3

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

9

10

7

8

5

6

3

4

1

2

10

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

9

8

5

7

4

6

3

入札者数 落札率

1

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

2



計 2.7 4

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

1.9 1.9

庁費 0.1 1.4 HTLV-1相談支援体制確保経費の追加に伴う増

委員等旅費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.7 0.7

―

(３回開催)

単位当たり
コスト

－（円／　　－　　） 算出根拠
出欠席により構成員ごとの経費が異なることから、単位当たりのコスト
の算出は困難である。

HTLV-1対策推進協議会の開催

活動実績

（当初見込
み）

回

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

総合対策に基づく重点政策を推進するにあた
り、患者団体、学識経験者その他の関係者から
意見を求めるものであり、その成果を数値化す
ることは困難である。

成果実績

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％

執行率（％）

執行額

3 4

3 4

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・「HTLV-1総合対策」に基づく重点施策を推進するにあたり、患者団体、学識経験者その他の関係者から意見を求めるため、
HTLV-1対策推進協議会を開催するための経費。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

「HTLV-1総合対策」（平成22年12月20日：HTLV-1特命チーム）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

・ＡＴＬ（成人Ｔ細胞白血病）やＨＡＭ（ＨＴＬＶ－１関連脊髄症）といった重篤な疾病を発症する原因となるＨＴＬＶ－１（ヒトＴ細胞白血
病ウイルス１型）の対策を推進するために、「ＨＴＬＶ－１特命チーム」により取りまとめられた「ＨＴＬＶ－１総合対策」を、国、地方公
共団体、医療機関及び患者団体等が連携を図りつつ推進する。

事業開始・
終了(予定）年度 平成24年度 担当課室 結核感染症課

結核感染症課
正林　督章

会計区分 一般会計 施策名 Ⅳ-３-４　感染症の発生・まん延を防止する

事業番号 新24-0016

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 ＨＴＬＶ－１対策推進費 担当部局庁 健康局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、ＨＴＬＶ－１（ヒトＴ細胞白血病ウイルス１型）対策の推進を目的として、国、地方公共団体、医療機関及び患者団体等が連
携を図るため、HTLV-1対策推進協議会の開催に必要な経費であり、事業目的の妥当性や重要性の観点から優先度が高い事業で
ある。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・平成２２年９月に、総理官邸にＨＴＬＶ－１特命チームが設定され、ＨＴＬＶ－１対策について検討が進められ、同年１２月２０日に「ＨＴＬＶ－１
総合対策」が取りまとまられた。ＨＴＬＶ－１（ヒトＴ細胞白血病ウイルスⅠ型）の感染者は、全国に１００万人以上と推定されており、ＡＴＬ（成人
Ｔ細胞白血病）やＨＡＭ（ＨＴＬＶ－１関連脊髄症）といった重篤な疾病を発症する可能性があることから、国は、地方公共団体、関係機関、患
者団体等との密接な連携を図り、総合対策を協力に推進することとされている。
このため、患者団体、学識経験者その他の関係者から意見を求めるため、HTLV-1対策推進協議会を定期的に開催する必要がある。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

－ －

感染症の発生・まん延を防止するため、ＨＴＬＶ－１総合
対策を推進する事業であり、国民のニーズ、優先度とも
に高い事業である。

感染症の発生・まん延を防止するためには、ＨＴＬＶ－１
総合対策の広域的な対応が必要であり、国の関与のも
と、適確に実施すべき事業である。



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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